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このプロポーザル実施要領は、藤沢市下水道施設官民連携業務委託の事業者を募

集・選定するために実施する公募型プロポーザルの内容等について定めたものであ

る。 

別添の要求水準書、優先交渉権者決定基準、様式集、モニタリング基本計画、基本

契約書（案）、年度協定書（案）は、本書と一体のものである。 

本書と、本書に先行して藤沢市が配布した本業務に関する資料との間に異なる点が

ある場合には、本書が優先するものとする。 

 

① 要求水準書 

② 優先交渉権者決定基準 

③ 様式集 

④ モニタリング基本計画 

⑤ 基本契約書（案） 

⑥ 年度協定書（案） 

 

参加者は、上記①～⑥までの内容を十分に理解した上で、必要な書類を作成し、提

出するものとする。 
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用語の定義 

 

用語 
 

 
定義 

本業務 ： 藤沢市下水道施設官民連携業務委託をいう。 

本市 ： 藤沢市をいう。 

事務局 ： 藤沢市道路下水道部下水道管路課をいう。 

事業者 ： 本市と事業契約を締結し、本業務を実施する者をいう。 

参加者 ： かながわ電子入札共同システム（藤沢市競争入札参加資格者名

簿）に登録されている企業で構成された、本業務に係るプロポー

ザルに応募する共同企業体をいう。 

共同企業体 ： 複数の企業により構成される企業グループをいう。 

構成員 ： 共同企業体を構成する企業をいう。 

代表企業 

 

PPP代理人 

： 

 

： 

 

共同企業体を代表する者で、本業務のプロポーザル参加資格の申

請、手続きを行い、共同企業体の結成を行う企業をいう。 

業務契約までの委託者との契約について協議を行うほか、委託者

から支払われた報酬を構成員へ分配する者をいう。 

協力企業 ： 事業者から業務の一部を受託する企業をいう。 

指名停止 

 

： 

 

藤沢市競争入札参加資格者指名停止措置要綱に基づく指名停止

をいう。 

プロポーザル 

実施要領等 

： プロポーザル実施要領、要求水準書、優先交渉権者決定基準、様

式集、モニタリング基本計画、基本契約書（案）及び年度協定書

（案）をいう。 

企画提案書類等 

 

： 

 

プロポーザル実施要領等に基づいて作成する書類・図書等をい

う。 

審査委員会 

 

： 

 

藤沢市下水道施設官民連携業務委託事業者選定審査委員会をい

う。 

優先交渉権者 

 

： 

 

本市と契約の締結を予定する者として、審査委員会が選定した者

をいう。 
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第１章 業務概要 

１ 業務名称 

藤沢市下水道施設官民連携業務委託 

 

２ 業務実施場所 

藤沢市内全域 

（位置については、別冊の要求水準書を参照） 

 

３ 業務目的 

「ふじさわ下水道中期経営計画」においては、長期的には人口減少や水利用形態

の変化による使用料収入の減少が見込まれ、財源の確保がより一層厳しくなると予

測されている。 

このような状況の中、限られた予算及び人員のもとで効率的かつ持続的な下水道

事業を実施していくためには、PPP/ PFIによる官民連携を推進する必要があり、民

間事業者の技術やノウハウを最大限に活用できる官民連携として包括的民間業務

委託が有効であることから、藤沢市下水道管路施設包括的民間業務委託（以下「包

括的民間委託」という。）を令和６年２月から令和９年３月の期間で実施している

ところである。 

本業務は、包括的民間委託の後続業務として、本市が所管する下水道施設の維持

管理及び更新に関する各種業務について、民間事業者の創意工夫を促し、効率的・

効果的に実施するため、10年契約で包括的に委託するものであり、下水道施設の機

能維持・予防保全型維持管理の効率化及びサービスレベルの向上を図ることを目的

とする。 

なお、本業務に要求される業務水準・業務内容等は、別冊の要求水準書に示す。 

 

４ 対象施設 

本業務の対象となる下水道施設は、次の施設とする。 

なお、対象施設の詳細については、別冊の要求水準書に示す。 

 

・管きょ 

・マンホール（蓋を含む） 

・ます・取付け管 

・伏越し 

・圧送管 

・貯留管 

・調整池 

・下水道用地 

・排水設備 

・マンホールポンプ 
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５ 業務内容 

本業務に含まれる各業務は次のとおりとする。業務内容の詳細については、別冊

の要求水準書に示す。 

（１）計画的業務 

ア 圧送管巡視・点検業務 

イ ます・取付け管巡視業務 

ウ マンホールポンプ点検業務 

エ 調査業務 

オ 清掃業務 

（２）修繕等業務 

ア 修繕用資料作成業務 

イ 本管部分入替業務 

ウ マンホール本体修繕業務 

エ ます修繕業務 

オ 空洞箇所穴埋め修繕業務 

カ 下水道用地修繕業務 

キ 下水道用地管理業務 

（３）検査補助・普及業務 

ア 水洗便所普及促進業務 

イ 検査補助業務（排水設備検査補助業務） 

ウ 検査補助業務（自費施工検査補助業務） 

（４）住民対応等業務 

ア 新設用資料作成業務 

イ 公共ます及び取付け管新設工事 

（５）改築業務（ストマネ） 

ア 改築設計業務（管きょ） 

イ 改築設計業務（マンホール） 

ウ 改築設計業務（取付け管） 

エ 機能耐久調査業務 

オ 改築工事（管きょ布設替え） 

カ 改築工事（マンホール蓋交換） 

キ 改築工事（取付け管布設替え） 

（６）改築業務（耐震化） 

ア 耐震診断業務 

イ 耐震改築設計業務（管きょ） 

ウ 耐震改築設計業務（マンホール管口） 

エ 耐震改築設計業務（マンホール浮上防止対策） 

オ 耐震改築工事（管きょ更生） 

カ 耐震改築工事（管きょ布設替え） 

キ 耐震改築工事（マンホール管口） 
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ク 耐震改築工事（マンホール浮上防止対策） 

（７）計画策定業務 

ア ストックマネジメント実施方針（管路施設）改訂業務 

イ ストックマネジメント（第三・四・五期）計画（管路施設）策定業務 

ウ ストックマネジメント（マンホールポンプ）計画策定業務 

エ 修繕・改築選定業務 

（８）データベース作成業務 

ア データベース作成業務 

（９）統括管理業務 

ア 統括管理業務 

イ 更新計画案作成業務 
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６ 業務期間 

本業務の業務期間は、令和９年４月１日から令和１９年３月３１日までとする。 

業務実施スケジュールは、次のとおり予定している。 

 

表１-１ 業務実施スケジュール（予定） 

項目 業務実施スケジュール（予定） 

契約の締結 令和９年１月下旬 

準備期間 契約の締結日から概ね２箇月 

業務期間 令和９年４月１日から令和１９年３月３１日 

 

７ 事業者の選定方法 

 公募型プロポーザル方式とする。 

 

８ 法令等の遵守 

事業者は、本業務の実施に当たり、法律、政令、省令、条例及び規則並びにこれ

らに基づく命令、行政指導及びガイドライン、また、裁判所の判決、決定、命令及

び仲裁判断並びにその他公的機関の定めるすべての規定、判断及び措置等を遵守し

なければならない。 

 

９ 許可等の取得に関する事項 

本業務に関係する書類の作成等は、事業者が行うとともに、本業務上必要なもの

として警察署に提出する道路使用許可申請及び消防署に提出する道路工事届出等

は、事業者自らが取得するものとする。 
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第２章 プロポーザル参加に関する条件等 

１ 参加者の構成等 

参加者の構成等は次のとおりとする。 

（１）参加者は、複数の企業により構成された共同企業体とし、各業務に設けら

れた参加資格要件を満たす構成員とする。 

（２）参加者は、構成員の中から代表企業１社を定め、代表企業の中からPPP代

理人を定め、プロポーザルに係る書類を提出する。なお、業務契約に関して

委託者と契約について協議を行うほか、委託者から支払われた報酬を構成員

へ分配する。 

（３）参加者は、構成員の中から統括責任者を選出し、委託者との連絡窓口とな

り、本業務を統括的に管理、運営するほか、本業務に関し、受託者の業務に

限り一切の権限を行使することができる。 

（４）構成員の数に制限は設けない。 

（５）本市内に本店、支店又は営業所を有する企業を構成員に含まなければなら

ない。 

（６）次に掲げる全ての要件を満たす企業を構成員に１者以上含まなければなら

ない。 

  ア 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条の規定に基づき、土木一式

工事における特定建設業の許可を受けていること。 

  イ 「かながわ電子入札共同システム」の令和７・８年度競争入札参加資格

認定時の土木一式における経審総合評価点が800点以上であること。 

（７）参加者の構成員は、本業務における他の共同企業体の構成員になることは

できない。 

（８）複数の者で構成する組合等が構成員となる場合は、その組合等に属する者

は、他の共同企業体の構成員になることはできない。 

（９）参加者による構成例として、本プロポーザル実施要領の別紙１ 業務実施

体制図（例）に参考図を掲載しているので、参照されたい。 

 

２ 参加資格要件 

参加者の参加資格要件は、次の（１）及び（２）のとおりとする。 

（１）共同企業体に係る要件 

参加者は、プロポーザル参加表明書提出期限日において、次に掲げるすべ

ての要件を満たすこと。共同企業体の結成に当たっては、本プロポーザル実

施要領の別紙２ 藤沢市下水道施設官民連携業務委託共同企業体取扱要綱に

示す取扱いとする。 

ア 「かながわ電子入札共同システム」の令和７・８年度競争入札参加資格

認定において「工事」、「一般委託」又は「コンサル」で本市市長から有効

期間内の認定を受けていること。 

イ 地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しないこと。 

ウ 藤沢市競争入札参加資格者指名停止措置要綱に基づく指名停止を受けて
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いないこと。なお、プレゼンテーション・ヒアリング実施日までに代表企

業が指名停止を受けた場合は、本プレゼンテーション・ヒアリングに参加

できないものとする。 

エ 個人にあっては、藤沢市暴力団排除条例（平成23年条例第18号）第２

条に規定する暴力団員等ではないこと。法人にあっては、暴力団経営支配

法人等ではないこと。 

オ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続き開始の申し立

てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再

生手続き開始の申し立てがなされている者でないこと等、経営状態が著し

く不健全である者でないこと。ただし、会社更生法にあっては、更生手続

開始の決定、民事再生法にあっては、再生手続開始の決定を受けている者

を除く。 

カ 事業所所在地の法人税、法人事業税、法人住民税、消費税及び地方消費

税を滞納していない者。 

キ 本業務に係るアドバイザー業務に関与していない者。なお、本業務に係

る本市のアドバイザー業務に関与した者は、次に示すとおりである。 

（ア）公益財団法人日本下水道新技術機構 

（イ）中日本建設コンサルタント株式会社 

（ウ）株式会社Ｇ＆Ｕ技術研究センター 

（２）配置技術者に係る要件 

参加者は、プロポーザル参加表明書提出期限日において、次に掲げるすべ

ての要件を満たすこと。 

ア 配置技術者の資格要件（詳細は、別冊の要求水準書（別紙集）（別紙９）

配置技術者の資格要件を参照とする。） 

（ア）参加者は、統括責任者、業務責任者、管理技術者及び照査技術者を配

置できること。 

（イ）統括責任者は、次の条件を満たす者とする。 

a 統括管理業務の統括責任者は、次のいずれかの資格を有する者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）下水道管路管理総合技士 

（ｄ）１級土木施工管理技士 

b 統括責任者は、専任（藤沢市の他業務との兼務は可）とする。なお、

統括管理業務以外の業務責任者、管理技術者及び照査技術者との兼

務は不可とする。 

（ウ）業務責任者は、次の条件を満たす者とする。 

a 圧送管巡視・点検業務及びます・取付け管巡視業務の業務責任者は、

次のいずれかの資格を有する者。 

（ａ）下水道管路管理総合技士 

（ｂ）下水道管路管理主任技士 
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（ｃ）下水道管路管理専門技士（調査部門） 

（ｄ）下水道管理技術認定（管路施設） 

b マンホールポンプ点検業務の業務責任者は、次の資格を有する者。 

（ａ）下水道法第２２条第２項で定める有資格者 

c 調査業務の業務責任者は、次のいずれかの資格を有する者。 

（ａ）下水道管路管理総合技士 

（ｂ）下水道管路管理主任技士 

（ｃ）下水道管路管理専門技士（調査部門） 

（ｄ）下水道管理技術認定（管路施設） 

d 清掃業務の業務責任者は、次のいずれかの資格を有する者。 

（ａ）下水道管路管理総合技士 

（ｂ）下水道管路管理主任技士 

（ｃ）下水道管路管理専門技士（清掃部門） 

（ｄ）下水道管理技術認定（管路施設） 

e 修繕用資料作成業務及び本管部分入替業務・マンホール本体修繕業

務・ます修繕業務・空洞箇所穴埋め修繕業務・下水道用地修繕業務の

業務責任者は、次のいずれかの資格又は下水道管路施設に係る10年

以上の業務経験を有する者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）下水道管路管理総合技士 

（ｄ）下水道管路管理主任技士 

（ｅ）下水道管路管理専門技士（修繕・改築部門） 

（ｆ）１級土木施工管理技士 

（ｇ）２級土木施工管理技士 

f 下水道用地管理業務の業務責任者は、次のいずれかの資格を有する

者。 

（ａ）１級造園施工管理技士 

（ｂ）２級造園施工管理技士 

g 水洗便所普及促進業務及び検査補助（排水設備検査補助業務・自費

施工検査補助）の業務責任者は、次の資格を有する者。 

（ａ）藤沢市下水道条例 第 17 条に規定する排水設備工事責任技術者

の資格 

h 新設用資料作成業務の業務責任者は、次のいずれかの資格又は下水

道管路施設に係る10年以上の業務経験を有する者 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）下水道管路管理総合技士 

（ｄ）下水道管路管理主任技士 

（ｅ）下水道管路管理専門技士（修繕・改築部門） 
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（ｆ）１級土木施工管理技士 

（ｇ）２級土木施工管理技士 

i 公共ます及び取付け管新設工事の業務責任者は、次のいずれかの資

格又は下水道管路施設に係る10年以上の業務経験を有する者。 

（ａ）１級土木施工管理技士 

（ｂ）２級土木施工管理技士 

j 機能耐久調査業務の業務責任者は、次のいずれかの資格を有する

者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）下水道管路管理総合技士 

（ｄ）下水道管路管理主任技士 

（ｅ）下水道管路管理専門技士（調査部門） 

（ｆ）下水道管理技術認定（管路施設） 

k 改築工事及び耐震改築工事の業務責任者は、次のいずれかの資格を

有する者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）１級土木施工管理技士 

l データベース作成業務の業務責任者は、次のいずれかの資格を有す

る者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）下水道管路管理総合技士 

（ｄ）下水道管理技術認定（管路施設） 

（ｅ）１級土木施工管理技士 

m 圧送管巡視・点検業務、ます・取付け管巡視業務、調査業務、清掃

業務、機能耐久調査業務の業務責任者は、酸素欠乏・硫化水素危険作

業主任者技能講習修了証を有する者。 

n 各業務責任者は、各業務の業務責任者との兼務は可とする。 

（エ）管理技術者は、次の条件を満たす者とする。 

a 耐震診断業務、改築設計業務、耐震改築設計業務、ストックマネジ

メント実施方針（管路施設）改訂業務、ストックマネジメント（第三・

四・五期）計画策定業務、修繕・改築選定業務、ストックマネジメン

ト（マンホールポンプ）計画策定業務の管理技術者は、次のいずれか

の資格を有する者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

b 同一業務内での管理技術者と照査技術者の兼務は不可とする。ただ

し、同一技術者が管理技術者あるいは照査技術者として複数業務を
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担当することは可能とする。 

 

（オ）照査技術者は、次の条件を満たす者とする。 

a 耐震診断業務、改築設計業務、耐震改築設計業務の照査技術者は、

次のいずれかの資格を有する者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

（ｃ）RCCM（下水道） 

b ストックマネジメント実施方針（管路施設）改訂業務、ストックマ

ネジメント（第三・四・五期）計画策定業務、修繕・改築選定業務、

ストックマネジメント（マンホールポンプ）計画策定業務の照査技術

者は、次のいずれかの資格を有する者。 

（ａ）技術士（総合技術監理部門（上下水道-下水道）） 

（ｂ）技術士（上下水道部門（下水道）） 

c 同一業務内での管理技術者と照査技術者の兼務は不可とする。ただ

し、同一技術者が管理技術者あるいは照査技術者として複数業務を

担当することは可能とする。 

（カ）公共ます及び取付け管新設工事、改築工事、耐震改築工事における工

事現場には、工事請負契約ごとに建設業法に基づく技術者（監理技術者

又は主任技術者）を配置する。 

 

イ 配置技術者は、構成員と直接雇用関係を有し、雇用期間に定めのない雇

用契約の社員であり、かつ３箇月以上の雇用関係がある者とする。 
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３ 参加者が参加資格を喪失した場合の取扱い 

参加者の代表企業が、契約の締結日までの間に参加資格を欠くに至った場合、当

該共同企業体は失格とする。 

なお、代表企業以外の構成員が資格喪失した場合は、当該構成員が請負又は受託

する予定であった業務について、新たに参加資格の確認を受けた上で構成員の役割

分担の変更又は構成員の追加を認める。 

 

４ 契約目途額 

本業務の契約目途額及びその内訳（いずれも消費税及び地方消費税を除く。）は、

次に示すとおりとする。 

 

 契約目途額：￥１３，５３０，２３２，２８０円 

 内訳：本プロポーザル実施要領の別紙５ 契約目途額の内訳を参照とする。 
 

５ 募集に関する留意事項 

（１）公平な募集の確保 

参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法

律第54号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

（２）募集の取りやめ等 

本市は、次の場合には参加者を参加させず、又は募集の延期若しくは中止

をすることがある。この場合、当該参加者が損害を受けることがあっても、

本市は、その賠償の責を負わない。 

ア 参加者が連合し又は不穏な行動をなす等、募集を公正・透明に執行する

ことができないと認められるとき。 

イ 天災その他やむを得ない理由により、適正な募集が行えないと認められ

るとき。 

（３）参加の無効 

提出期限までにプロポーザル参加表明書及び参加資格確認書類を提出しな

かった場合及び参加資格確認で資格要件を満たしていなかった場合は、参加

は無効とし企画提案書を提出できないものとする。 

また、優先交渉権者の決定までの間に直接又は間接を問わず、審査委員又

は事務局及びアドバイザリー業務に関与した者と本業務に関する接触を試み

た者の参加は無効とする。 

（４）プロポーザル実施要領等の承諾 

参加者は、プロポーザル参加表明書の提出をもって、プロポーザル実施要

領等の記載内容を承諾したものとみなす。 

（５）費用負担 

企画提案書類等の作成及び提出に係る費用は、参加者の負担とする。 

（６）使用言語、単位等 

参加に際して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第51号）
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に定めるものとし、通貨は日本円、時刻は日本標準時とする。 

（７）提出書類の取扱い 

提出書類の取扱いは、次のとおりとする。 

ア 著作権 

企画提案書類等の提出書類の著作権は、当該提出書類を作成した者に帰

属するものとする。ただし、公表、展示又はその他本市が本業務に関し必

要と認める用途に用いるときは、本市は必要な範囲でこれを無償で使用す

ることができるものとする。この場合、参加者の技術・商業上のノウハウ

は公表しない。 

イ 提出書類の返却等 

参加者からの提出書類は返却しない。また、提出期限以降における修正、

差し替え又は再提出は、本市が指示をした場合を除き認めない。 

ウ 確認書類の提出 

提出書類の内容を確認するため、確認書類（契約書及び証明書等の写し）

の提出を求めることがあり、参加者はこれに応じなければならない。 

エ 提出書類の無効 

提出書類に虚偽又は不正な記載をした場合は、プロポーザル参加表明書

又は企画提案書を無効とし、本プロポーザルへの参加はできない。なお、

虚偽又は不正な記載をした参加者に対して指名停止等の処分を行う場合が

ある。 

（８）特許権等 

企画提案書の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権及び商標権、そ

の他日本国の法令等に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている

事業手法、工事材料又は施工方法等を使用したことにより生じる責任は、特

段の定めがある場合を除き、当該企画提案を行った参加者が負う。 

（９）貸与資料の取扱い 

本市が貸与する資料は、本業務の参加に関する検討以外の目的で使用して

はならない。また、本業務の参加に係る検討の範囲内であっても、本市の承

諾を得ることなく、第三者にこれを使用させたり、又は内容を提示してはな

らない。 

次に示す貸与資料の貸与を希望する参加者は、事前に【様式Ⅵ】資料貸与

申請書を事務局に提出すること。なお、貸与資料の申請期間は、令和８年６

月２９日（月）から令和８年９月２９日（火）までとする。 

貸与資料は、事務局が指定するクラウドストレージサービスにて貸与する。 

      貸与資料のデータは、当該選考過程が終了した時点で、直ちに消去しなけ

ればならない。 

           なお、貸与資料の取扱いについては、別冊の要求水準書（別紙集）（別紙

13）データの保護及び秘密の保持等に関する仕様書を遵守しなければならな

い。 
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表２-１ 本業務の参加に関する貸与資料 

対象業務 貸与資料名 
データ

形式 

業務共通 下水道台帳データ SHP、PDF 

業務共通 工事請負契約書（参考） PDF 

業務共通 ストマネ実施方針に基づくPDCAデータ Excel 

計画的業務 Sランク見本表 PDF 

計画的業務 
施設の構造等が把握できる図面（伏越し、圧送管、貯

留管、調整池） 
PDF 

計画的業務 圧送管吐出し先一覧表 Excel 

計画的業務 幹線管きょ一覧表 Excel 

計画的業務 伏越し一覧表 Excel 

計画的業務 調整池一覧表 Excel 

計画的業務・修繕等業務 路面下空洞調査委託報告書（過去5年分） PDF 

計画的業務 
ストックマネジメント計画実施に伴う調査対象施設

一覧表（SEQNO） 
Excel 

計画的業務 
南部・東部マンホールポンプ所 下水道台帳、全体配

置図、平断面図 
PDF 

計画的業務 南部処理区 発報機器一覧 PDF 

計画的業務 東部処理区 発報機器一覧 PDF 

修繕等業務 修繕用資料作成（参考図①～④） PDFほか 

修繕等業務 本管部分入替（参考図） PDFほか 

修繕等業務 マンホール本体修繕（参考図） PDFほか 

修繕等業務 空洞箇所の緊急対応（穴埋め）（参考図） PDFほか 

修繕等業務 下水道用地管理業務対象箇所図 一覧リスト Excel 

修繕等業務 下水道用地管理業務対象箇所図 データ SHP 

改築業務（耐震化） 
藤沢市下水道総合地震対策計画（第三期）計画説明

書・計画図 
PDF 

改築業務（耐震化） 藤沢市上下水道耐震化計画（第１回改定） PDF 

計画策定業務 
藤沢市下水道ストックマネジメント実施方針（令和

２年度） 
PDF 

計画策定業務 
ストックマネジメント第二期計画策定業務 報告書

（令和６年度） 
PDFほか 

計画策定業務 
ストックマネジメント計画（管路施設）策定スケジュ

ール（案） 
PDF 

計画策定業務 修繕・改築計画（令和７年度） Excel 

データベース作成業務 データベース作成用シート Excel 
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表２-２ 本業務の参加に関する資料（HP掲載） 

市HP公開 資料名 掲載している場所 URL 

下水道ビジョン 下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ke/machizukuri/gesuido/kekaku/visio

n.html 

藤沢市下水道事業経営

戦略 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ke/machizukuri/gesuido/keiei/keieise

nryaku.html 

ふじさわ下水道中期経

営計画 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ke/20141031.html 

藤沢市下水道事業短期

経営計画 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ke/tankikeieikeikaku.html 

藤沢市社会資本総合整

備計画 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ke/syakaisihonnsougouseibikeikaku.ht

ml 

藤沢市公共下水道事業

計画 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ke/jigyoukeikaku.html 

藤沢市下水道ストック

マネジメント計画 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/do

cuments/35697/stockmanegement_keikaku.pd

f 

藤沢市下水道総合地震

対策計画（第三期） 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/do

cuments/35707/20251127161408.pdf 

藤沢市上下水道耐震化

計画 
下水道計画業務課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/do

cuments/33645/20251218142851.pdf 

藤沢市下水道設計標準

図 
下水道管路課HP 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ge

sui-ka/machizukuri/gesuido/koji/hyojunz

u.html 

工事請負契約関連 契約課HP 
https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ke

iyaku/index.html 

 

 

（10）参加者の複数事業提案の禁止 

参加者は、１つの企画提案しか行うことができない。 

（11）その他 

本市は、プロポーザル実施要領等を定めるほか、募集の実施に関して必要

な事項が生じた場合には、本市ホームページを通じて参加者に通知する。ま

た、募集の公告日以降、プロポーザル実施要領等を補完又は修正する追加資

料を本市が公表した場合は、当該追加資料がプロポーザル実施要領等の記載

内容より優先するものとする。 

なお、当該追加資料の公表は、本市ホームページで行うため、閲覧確認の

有無について本市に何ら申し立てすることはできない。 
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第３章 募集、選定等の日程及び問合せ先 

１ 各種手続きスケジュール及び方法 

募集公表から契約締結までの日程、各種手続きの作成形式及び方法は、次のとお

り予定している。 

 

表３-１ 各種手続きスケジュール表 

項目 日程 
作 成 

形式等 
手続き方法 

プロポーザル実施要領等の公表 令和８年６月２９日 － HPに公告 

プロポーザル実施要領等に 

関する質問の受付 

令和８年６月２９日 

～令和８年７月１０日 

第4章－１ 

参照 
電子メール 

プロポーザル実施要領等に 

関する質問への回答公表 
令和８年７月２４日 － 

電子メール 

及びHP 

プロポーザル参加表明書及び参加資

格確認書類受付 

令和８年６月２９日 

～令和８年７月３１日 

第4章－３ 

参照 
持参 

参加資格確認結果の通知 令和８年８月１７日 － 電子メール 

企画提案書類等に関する質問の 

受付 

令和８年８月１７日 

～令和８年８月２８日 

第4章－５ 

参照 
電子メール 

企画提案書類等に関する質問への回

答公表 
令和８年９月１０日 － 

電子メール 

及びHP 

企画提案書類等の受付 
令和８年９月１０日 

～令和８年９月２９日 

第4章－７ 

参照 
持参 

第一次審査結果の通知 令和８年１０月２１日 － 電子メール 

プレゼンテーション・ヒアリング実

施 

令和８年１１月１９日 

（予定） 
－ － 

優先交渉権者選定結果の通知 
令和８年１２月２日 

（予定） 
－ 

電子メール 

及びHP 

審査結果の公表 
令和８年１２月２日 

（予定） 
－ 

電子メール 

及びHP 

契約締結 
令和９年１月下旬 

（予定） 
－ － 
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２ 手続き、通知、書類の提出及び問合せ等について 

第４章 募集に関する手続き等及び第６章 提出書類について、各種手続きや

問合せ先は、次のとおりとする。 

また、募集に関して新たに通知が必要な事項が生じた場合についても、その内容

を本市ホームページに掲載する。 

なお、問合せ先及び連絡方法については、間違いのないよう注意すること。 

 

事 務 局：藤沢市 道路下水道部 下水道管路課 

担   当：川勝、佐藤、須谷、蟹谷 

所 在 地：〒251-8601 神奈川県藤沢市朝日町１番地の１ 分庁舎５階 

電   話：0466-50-3551（直通） 

電子メール：fj1-gesui-ka@city.fujisawa.lg.jp 

件名の書き出しには「藤沢市WPPPプロポ」を必ず記載すること。 

U  R  L ：https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/index.html 
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第４章 募集に関する手続き等 

１ プロポーザル実施要領等に関する質問の受付・提出 

参加者は、プロポーザル実施要領等の内容に関して質問がある場合は、次のとお

り提出すること。 

（１）受付期間 

令和８年６月２９日（月）から令和８年７月１０日（金）１７時００分ま

でとする。 

（２）提出方法 

参加者は、【様式Ⅰ】プロポーザル実施要領等に関する質問書に必要事項

を記入し、件名を「プロポーザル実施要領等に関する質問（法人名）」（「 」

を除く。）として電子メールにより送付すること。また、事務局に対して受

信の確認を電話にて行うこと。 

 

２ プロポーザル実施要領等に関する質問への回答公表 

事務局は、プロポーザル実施要領等に関する質問の回答を、本市ホームページに

てすべて公表する。ただし、質問者の特殊な技術及びノウハウ等に関する質問につ

いては回答しない。また、回答の公表に当たっては質問者を匿名化して行う。 

（１）回答公表日 

令和８年７月２４日（金） 

（２）回答方法 

電子メールによる通知及び下水道管路課ホームページにおいて公表を行

う。 

 

３ プロポーザル参加表明書等及び参加資格確認書類の受付・提出 

参加者は、【様式Ⅱ-１】プロポーザル参加表明書等及び参加資格確認書類提出

確認シート、【様式Ⅱ-２】プロポーザル参加表明書、【様式Ⅱ-３】構成員調書、

【様式Ⅱ-４】委任状、【様式Ⅱ-５】誓約書、【様式Ⅱ-６～Ⅱ-９】参加資格確認

書類を次のとおり提出すること。 

（１）受付期間 

令和８年７月６日（月）から令和８年７月３１日（金）（土日祝日、閉庁日

を除く。）９時００分から１２時００分、１３時００分から１７時００分まで

とする。 

（２）提出方法 

参加者は、持参により提出すること。その他の方法による提出は認めない。

なお、持参する日時を事前（前日まで）に事務局に確認（電話又は電子メー

ル）した上で、指定日時に持参すること。 

（３）提出書類 

提出書類の作成に当たっては、第６章 ２ 資格審査時の提出書類を参照す

ること。 
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４ 参加資格確認結果の通知 

参加資格の確認結果は、令和８年８月１７日（月）に、事務局から参加者に対し

て電子メールにより通知する。この場合において、参加資格がないと認めた参加者

に対しては、その理由を付して通知する。なお、電子メールによる通知を確認した

後、確認したことの電子メールを令和８年８月２１日（金）までに返信すること。 

 

５ 企画提案書類等に関する質問の受付・提出 

参加者は、企画提案書類等の内容に関して質問がある場合は、次のとおり提出す

ること。なお、提出できる者は、参加資格確認結果の通知により合格を受けた者に

限る。 

（１）受付期間 

令和８年８月１７日（月）から令和８年８月２８日（金）１７時００分ま

でとする。 

（２）提出方法 

参加者は、【様式Ⅲ】企画提案書類等に関する質問書に必要事項を記入し、

件名を「企画提案書類等に関する質問（法人名）」（「 」を除く。）とし

て電子メールにより送付すること。また、事務局に対して受信の確認を電話

にて行うこと。 

 

６ 企画提案書類等に関する質問への回答公表 

事務局は、企画提案書類等に関する質問の回答を、本市ホームページにてすべて

公表する。ただし、質問者の特殊な技術及びノウハウ等に関する質問については、

回答しない。また、回答の公表に当たっては質問者を匿名化して行う。 

（１）回答公表日 

令和８年９月１０日（木） 

（２）回答方法 

電子メールによる通知及び下水道管路課ホームページにおいて公表を行

う。 

 

７ 企画提案書類等の受付・提出 

参加資格があると認められ、技術提案をしようとする参加者は、【様式Ⅳ-１】

企画提案書類等提出届、【様式Ⅳ-２】提出書類確認シート、【様式Ⅳ-３】第一次

審査シート、【様式Ⅳ-４～Ⅳ-１７】企画提案書（電子データを含む。）、【様式

Ⅳ-１８】見積書、【様式Ⅳ-１９】見積金額内訳書を次のとおり提出すること。 

（１）受付期間 

令和８年９月１０日（木）から令和８年９月２９日（火）（土日祝日、閉庁

日を除く。）９時００分から１２時００分、１３時００分から１７時００分ま

でとする。 

（２）提出方法 

参加者は、持参により提出すること。その他の方法による提出は認めない。
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なお、持参する日時を事前（前日まで）に事務局に確認（電話又は電子メー

ル）した上で、指定日時に持参すること。 

（３）提出書類 

提出書類の作成に当たっては、第６章 ４ 企画提案書等提出時の提出書類

を参照すること。 

 

８ 参加の辞退 

参加者は、プロポーザル参加表明書の提出以降、企画提案書類等の提出期限日ま

で随時参加を辞退することができる。参加を辞退する場合は、令和８年９月２９日

（火）（土日祝日、閉庁日を除く。）９時００分から１２時００分、１３時００分

から１７時００分までに【様式Ⅴ】参加辞退届を持参により提出することとし、そ

の他の方法による提出は認めない。 

 

第５章 優先交渉権者の決定等 

１ 審査委員会の設置 

本市は、優先交渉権者を選定するため、審査委員会を設置している。 

なお、審査委員会の委員は、委員長・副委員長・委員からなる６名で構成してお

り、審査委員会は、別冊の優先交渉権者決定基準に基づき企画提案書の審査を行う。 

 

２ 資格審査 

本市は、参加者から提出された【様式Ⅱ-１】、【様式Ⅱ-２】、【様式Ⅱ-３】、

【様式Ⅱ-４】、【様式Ⅱ-５】、【様式Ⅱ-６～Ⅱ-９】について、第２章 プロポ

ーザル参加に関する条件等に示す参加資格要件を満たしているかについて審査を

行い、審査結果を令和８年８月１７日（月）に参加者に電子メールで通知する。参

加資格要件を満たしていない者は失格とする。 

 

３ 提案審査 

（１）第一次審査 

本市において、参加者から提出された【様式Ⅳ-１】、【様式Ⅳ-２】、【様

式Ⅳ-３】、【様式Ⅳ-４～Ⅳ-１７】、【様式Ⅳ-１８】、【様式Ⅳ-１９】に

ついて、別冊の優先交渉権者決定基準 第２章審査方法 ２提案審査 （１）

第一次審査に基づき、これら提出書類等の不備の有無を確認した上で、提案

内容が要求水準を満たしているかの審査を行い、審査結果を令和８年１０月

２１日（水）に参加者に電子メールで通知する。提出書類の不備（軽微なも

のは除く。）、提案内容が要求水準を満たしていない者は失格とする。 

なお、第一次審査の詳細については、別冊の優先交渉権者決定基準による。 

（２）第二次審査 

審査委員会は、第一次審査を通過した参加者の企画提案書について、別冊

の優先交渉権者決定基準 第２章審査方法 ２提案審査（２）第二次審査に

基づいて得点化し、技術点を算出する。 
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本市は、見積書について、別冊の優先交渉権者決定基準 第２章審査方法 

２提案審査（２）第二次審査に基づいて得点化し、価格点を算出する。なお、

工事以外または工事のいずれも見積金額が本プロポーザル実施要領の別紙５ 

契約目途額の内訳を超過した場合は失格とする。 

なお、第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリングを含む）の詳細につ

いては、別冊の優先交渉権者決定基準による。 

 

４ 優先交渉権者等の選定 

審査委員会は、評価点によって評価順位を決定するとともに、最も高い提案を最

優秀提案とし、当該提案を行った者を優先交渉権者として選定する。また、次に高

い提案を行った者を次点交渉権者とする。 

審査の詳細については、別冊の優先交渉権者決定基準による。 

 

５ 選定結果の通知等 

選定結果は、優先交渉権者が決定した後、本市が速やかに参加者全員に電子メー

ルにより通知する。また、本市ホームページでも速やかに公表する。なお、選定結

果について電話等による問合せには一切応じない。 

 

６ 参加者がない場合の取扱い 

参加者がない場合は、本市はその旨を速やかに本市ホームページにて公表する。 

 

７ 参加者が１者であった場合の取扱い 

参加者が１者であった場合も、別冊の優先交渉権者決定基準に従い審査を行い、

最低基準点以上（総合評価点（１００点満点）の６割以上）であれば優先交渉権者

とする。 

 

８ 失格事由 

参加者に次の行為があった場合は、失格（選定対象から除外）とするとともに、

別途、入札に準じて指名停止等の措置を講じる場合がある。 

（１）審査委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めること。 

（２）他の参加者と提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

（３）事業者選定終了までの間に、他の参加者に対して提案内容を意図的に開示

すること。 

（４）企画提案書に虚偽の記載を行うこと。 

（５）その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

 

９ 契約手続き 

（１）契約の締結 

本市は、優先交渉権者と本業務の契約交渉を行い、協議が整った場合は契

約を締結する。 
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（２）優先交渉権者が契約を締結できない場合 

本市は、次のいずれかに該当し優先交渉権者が契約を締結できない場合は、

次点交渉権者として選定された者が優先交渉権者となり、契約交渉を行う。 

ア 第２章 ２ 参加資格要件に定める要件を満たすことができなくなっ

たとき。 

イ 契約交渉が成立しないとき又は優先交渉権者が本契約の締結を辞退し

たとき。 

ウ その他の特段の理由により本契約の締結が不可能となったとき。 
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第６章 提出書類 

１ プロポーザル実施要領等に関する質問時の提出書類 

参加者は、プロポーザル実施要領等の内容に関して質問がある場合は、次に示す

書類を事務局に提出すること。 

 

表６－１ プロポーザル実施要領等に関する質問時の提出書類 

提出書類 様式 作成要領等 

プロポーザル実施要領等に関

する質問書 
Ⅰ 

・提出は任意（質問がある者のみ提出）とする。 

・質問は、簡潔かつ具体的に記入すること。 

・質問が複数ある場合は、必要に応じて行を追加して記入するこ

と。 

 

 

２ 資格審査時の提出書類 

（１）作成に当たっての留意事項 

提出書類の作成に当たっては、本市から特別な指示がない限り、次の事項

に留意すること。 

ア 【様式Ⅱ－１】から【様式Ⅱ－９】の順番でまとめ、所定の部数を提出

すること。 

イ 各様式に指定された枚数制限の記載があるものについては厳守するこ

と。付属資料等を巻末に添付する場合は、本文中に参照箇所を明示するこ

と。 

ウ 提出書類に記載するイラスト、図表等を除き、提出書類で使用する文字

の大きさは 12 ポイント以上とする。図中又は表中の文字に関しては可能

な限り８ポイント以上とし、行間は読みやすさを考慮すること。 

エ 両面印刷とし、各ページの下中央に通し番号を付すこと。 

オ １項目につきページが複数にわたる場合は右肩に番号を付すこと。（例）

１／３ 

カ 各様式で記述が必要とされている事項は、必ず記述すること。 

キ 各様式において、表枠の大きさ、余白の設定は自由とする。 

ク 各様式は２穴綴じとし、Ａ４版紙製フラットファイル等に綴じて提出す

ること。フラットファイルの表紙には「資格審査書類一式」と記載するこ

と。 

ケ 電子データの提出については、CD-R等に保存しウイルスチェックを行っ

たものを提出すること。CD-R等には、「ウイルスチェック済み」「業務名」

「企業体名」が分かるラベル等を貼り付けること。なお、電子データの形

式は、Microsoft Word、Microsoft Excel 又は PDF を使用すること。PDF 

化の際、紙媒体をスキャンするのではなく、必ず元の電子データから PDF

化すること。 
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コ 使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第51号）に定める

もの、通貨は日本円、時刻は日本標準時とすること。 

サ 各様式中に掲げる指示を十分に踏まえること。 

（２）提出書類 

本プロポーザルに応募する場合は、次に示す書類を事務局に提出すること。

また、提出部数は４部及び電子データ（CD-R等）１部とすること。 

 

表６－２ プロポーザル参加表明時の提出書類 

提出書類 様式 作成要領等 

プロポーザル参加表明書等及び参

加資格確認書類提出確認シート 
Ⅱ－１ ・必要事項を漏れなく記載すること。 

プロポーザル参加表明書 Ⅱ－２ 

・必要事項を漏れなく記載すること。 

・プロポーザル実施要領 別紙３ 藤沢市下水道施設官民連携

業務委託共同企業体協定書（甲型案）または別紙４ 藤沢市下

水道施設官民連携業務委託共同企業体協定書（乙型案）の写し

を添付すること。 

構成員調書 Ⅱ－３ ・必要事項を漏れなく記載すること。 

委任状 Ⅱ－４ ・必要事項を漏れなく記載すること。 

誓約書 Ⅱ－５ ・必要事項を漏れなく記載し、必ず押印すること。 

参
加
資
格
確
認
書
類 

会社概要 Ⅱ－６ 

・必要事項を漏れなく記載すること。 

・履歴事項全部証明書（３箇月以内のもの、写し可）、定款（最

新）を添付すること。 

配置技術者の保有資格 Ⅱ－７ 

・必要事項を漏れなく記載すること。 

・当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付すること。 

・構成員と直接雇用関係を有し、雇用期間に定めのない雇用契約

の社員であり、かつ３箇月以上の雇用関係であることを確認

できる書類（監理技術者資格者証、市区町村が作成する住民税

特別徴収税額通知書、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決

定通知書、雇用証明書等）（以下「雇用関係確認書類」という。）

を添付すること。 

下水道施設に係る業務経験 Ⅱ－８ 

・必要事項を漏れなく記載すること。 

・本プロポーザル実施要領 第２章 ２参加資格要件（２）配置

技術者に係る要件において指定の資格を保有していない場合

に記載すること。 

・確認書類（（業務契約書、テクリス・コリンズ、必要に応じて

業務計画書（業務内における担当）等）を添付すること。 

暴力団排除に関する誓約書 Ⅱ－９ ・必要事項を漏れなく記載すること。 
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３ 企画提案書類等に関する質問時の提出書類 

参加者は、企画提案書類等の内容に関して質問がある場合は、次に示す書類を事

務局に提出すること。 

 

表６－３ 企画提案書類等に関する質問時の提出書類 

提出書類 様式 作成要領等 

企画提案書類等に関する質問書 Ⅲ 

・提出は任意（質問がある者のみ提出）とする。 

・質問は、簡潔かつ具体的に記入すること。 

・質問が複数ある場合は、必要に応じて行を追加して記入するこ

と。 

 

 

４ 企画提案書等提出時の提出書類 

（１）作成に当たっての留意事項 

提出書類の作成に当たっては、本市から特別な指示がない限り、次の事項

に留意すること。 

ア 【様式Ⅳ－１】から【様式Ⅳ－１９】の順番でまとめ、所定の部数を提

出すること。 

イ 各様式に指定された枚数制限の記載があるものについては厳守するこ

と。また、指定のないものについても、可能な限り簡易な記載とし、必要

最小限の枚数とすること。付属資料等を巻末に添付する場合は、本文中に

参照箇所を明示すること。 

ウ 提出書類に記載するイラスト、図表などを除き、提出書類で使用する文

字の大きさは 12 ポイント以上とする。図中又は表中の文字に関しては可

能な限り８ポイント以上とし、行間は読みやすさを考慮すること。 

エ 両面印刷とし、各ページの下中央に通し番号を付すこと。 

オ １項目につきページが複数にわたる場合は右肩に番号を付すこと。（例）

１／３ 

カ ページ右下に、本市から送付された参加資格確認結果通知書に記入され

ている受付番号を付すこと。 

キ 企画提案書類については、図表及び絵・写真等を追加してよい。また、

記載内容を補助する目的の範囲内で着色を行って構わない。 

ク 参加者名は正本の表紙にのみ記入し、その他には社名、ロゴマーク、技

術者名等、参加者を特定できる表記はしないこと。 

ケ 各様式で記述が必要とされている事項は、必ず記述すること。 

コ 各様式において、表枠の大きさ、余白の設定は自由とする。 

サ 正本の表紙には「正本」である旨を記入し、副本の表紙には右肩に１か

ら９までの番号を付けること。 

シ ２穴綴じとし、Ａ４版紙製フラットファイル等に綴じて提出すること。
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フラットファイルの表紙には「企画提案書類一式」と記載すること。 

ス 電子データの提出については、CD-R等に保存しウイルスチェックを行っ

たものを提出すること。CD-R等には、「ウイルスチェック済み」「業務名」

「企業体名」が分かるラベル等を貼り付けること。なお、電子データの形

式は、Microsoft Word、Microsoft Excel 又は PDF を使用すること。PDF 

化の際、紙媒体をスキャンするのではなく、必ず元の電子データから PDF

化すること。 

セ 使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第51号）に定める

もの、通貨は日本円、時刻は日本標準時とすること。 

ソ 各様式中に掲げる指示を十分に踏まえること。 

（２）提出書類 

企画提案書等提出時は、次に示す書類を事務局に提出すること。また、提

出部数は、【様式Ⅳ－１】企画提案書類等提出届については１部、【様式Ⅳ

－２】提出書類確認シート、【様式Ⅳ－３】第一次審査シート、【様式Ⅳ－

４～Ⅳ－１７】企画提案書類については10部、【様式Ⅳ－１８】見積書、【様

式Ⅳ－１９】見積金額内訳書については1部とすること。また、提出書類一

式のデータを格納した電子データ（CD-R等）1部も併せて提出すること。 

 

 

表６－４ 企画提案書類等提出時の提出書類 

提出書類 様式 作成要領等 

企画提案書類等提出届 Ⅳ－１ ・必要事項を漏れなく記載すること。 

提出書類確認シート Ⅳ－２ ・必要事項を漏れなく記載すること。 

第一次審査シート Ⅳ－３ ・必要事項を漏れなく記載すること。 

企
画
提
案
書 

地域精通度 Ⅳ－４ 

・参加者における過去10年（平成２８年４月～令和８年３月）に

完了した本市内の下水道施設（本業務の対象施設に限る。）に関

する委託業務及び請負工事の受注実績について記載すること。 

・受注実績は構成員ごとに最大10件までとし、全構成員の内容が把

握できるよう記載すること。 

・記載欄が不足する場合は、表を複製し、複数枚にわたって記載

すること。 

・当該受注実績を証する書類（契約書、仕様書、テクリス等）の写

しを添付すること。 
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提出書類 様式 作成要領等 

企
画
提
案
書 

 

技術力の評価 Ⅳ－５ 

・参加者としての技術力を評価するため、専門分野の技術者とし

ての本業務に有益な資格の種類と有資格者数について記載する

こと。 

・勤務状況（雇用状況）について資料を添付すること。 

・記載に当たっては、企業全体（本社、支店等）の技術者数につ

いて記載すること。なお、各資格10名を上限とすること。 

・技術者１人が複数の資格を持っている場合は、複数の有資格者

数に計上してよい。 

・記載欄が不足する場合は、表を複製し、複数枚にわたって記載

すること。 

・当該資格を証する書類（登録証等の写し）を添付すること。 

・雇用関係確認書類を添付すること。なお、本籍部分にマスキン

グすること。 

・登録証等の写しと雇用関係確認書類の写しは、１人分を１つと

してホチキス留めを行うこと。 

業務実施体制 Ⅳ－６ 

・平常時（平日昼間）における業務実施体制（従事する業務、企業

名、現場に配置する技術者）の考え方について記載すること。 

・実施体制図について記載すること。 

・記載欄が不足する場合は、表を複製し、複数枚にわたって記載

すること。 

配置技術者の資格・配置計

画 
Ⅳ－７ 

・本対象業務の実施に当たり、配置技術者の保有資格・配置計画

について記載すること。 

・記載欄が不足する場合は、表を複製し、複数枚にわたって記載

すること。 

・当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付すること。 

・雇用関係確認書類を添付すること。なお、本籍部分にマスキン

グすること。 

管理・更新一体マネジメン

ト 
Ⅳ－８ 

・維持管理と更新を一体的にマネジメントするための具体的かつ

効率的・効果的な手法等について記載すること。 

・Sランクの異常箇所の対応方針について、迅速かつ効果的な手法

等を記載すること。 

各業務内容の要求事項に

対する考え方や提案 
Ⅳ－９ 

【計画的業務】 

・圧送管の点検方法、管きょ、マンホール、ます・取付け管、伏越

し、貯留管、調整池における調査方法及び藤沢市下水道ストッ

クマネジメント実施計画（実施方法・資機材の確保等）について

記載すること。 

・マンホールポンプ点検の実施計画（実施方法・資機材の確保等）

について記載すること。 
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提出書類 様式 作成要領等 

企
画
提
案
書 

Ⅳ－10 

【修繕等業務】 

・修繕用資料作成・修繕時における人員及び資機材の確保につい

て記載すること。 

Ⅳ－11 

【住民対応等業務】 

・新設用資料作成・公共ます及び取付け管新設工事において、資

料作成時の現地調査、関連工事・関連企業等との調整に係る具

体的な方法について記載すること。 

Ⅳ－12 

【改築業務】 

・改築設計及び耐震改築設計における工法選定や経済性を考慮し

た設計方法について記載すること。 

・改築工事及び耐震改築工事における更生工法、布設替え等に係

る品質確保の方法について記載すること。 

・改築工事及び耐震改築工事における人員及び資機材の確保につ

いて記載すること。 

Ⅳ－13 

【計画策定業務】 

・修繕・改築選定業務における、緊急度Ⅰ・Ⅱ判定の対象施設に対

し、劣化状況の把握、長期的な改築事業シナリオ設定を踏まえ

た修繕・改築対象路線の選定、優先順位設定を行う方針につい

て記載すること。 

Ⅳ－14 

【統括管理業務】 

・各業務を効率的・効果的に実施することができるような一元的

な管理方法について記載すること。 

・更新計画案を作成するうえでの管路施設及びマンホールポンプ

における維持管理情報等の収集や管理、分析方法について記載

すること。 

技術継承・教育に関する提

案 
Ⅳ－15 

・本市職員への技術継承・教育に向けた取り組みについて記載す

ること。 

安全管理・危機管理の提案 Ⅳ－16 

・業務上の安全管理について記載すること。 

・緊急時（作業中の事故等）において、想定される事象と基本的な

考え方について記載すること。 

・緊急連絡体制及び組織的なバックアップ体制等について記載す

ること。 

地域貢献に関する提案 Ⅳ－17 

・参加者及び協力企業に関して、地域の人材、本市の下水道施設

に精通した企業（市内企業）等を活用した実施体制（市内企業の

数、委託する業務等）について記載すること。 

・地域（住民等を含む。）との連携及び協働への取組等について記

載すること。 

・記載欄が不足する場合は、表を複製し、複数枚にわたって記載

すること。 



27 

 

提出書類 様式 作成要領等 

企画提案書類等の電子データ － 

・企画提案書類等の電子データ一式をCD-R等に収納し、ウイルス

チェックを行ったものを提出すること。 

・CD-R等には、「ウイルスチェック済み」「業務名」「企業体名」

が分かるラベル等を貼り付けること。 

・企画提案書類等の電子データは、Microsoft Word、Microsoft 

Excel 又は PDF を使用すること（図面等の作成はCADを用いて

良いが、データ提出はDXF形式及びPDF形式を基本とする）。 

・上記のほか、企画提案書類等を通しで印刷できるようにしたPDF

形式データを収納すること。 

見積書 Ⅳ－18 

・必要事項を漏れなく記載し、必ず押印すること。 

・見積金額は、消費税抜きの金額を記入すること。 

・見積書は封書に入れて提出すること。 

見積金額内訳書 Ⅳ－19 
・見積金額は、消費税抜きの金額を記入すること。 

・見積金額内訳書は封書に入れて提出すること。 

 

 

５ 応募辞退時の提出書類 

本プロポーザルへの応募を辞退する場合は、次に示す書類を１部事務局に提出す

ること。 

 

表６－５ 応募辞退時の提出書類 

提出書類 様式 作成要領等 

参加辞退届 Ⅴ ・必要事項を漏れなく記載すること。 
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６ 資料貸与時の提出書類 

第２章 プロポーザル参加に関する条件等 ５ 募集に関する留意事項 （９）貸

与資料の取扱いに記載の貸与資料の貸与を希望する場合は、次に示す書類を事務局

に１部提出すること。 

 

表６－６ 貸与資料の貸与希望時の提出書類 

提出書類 様式 作成要領等 

資料貸与申請書 Ⅵ 

・必要事項を漏れなく記載すること。 

・申請書の提出：電子メールにて送付すること。 

・貸与資料の引渡し：事務局が指定するクラウドストレージサービ

スにより引き渡す。 
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別紙１ 業務実施体制図（例） 

 

藤 沢 市

構成企業C
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JVは、各業務の一部を協力企業に委託することが可能。

（あらかじめ市の承諾を得る必要がある）

再委託契約
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別紙２ 藤沢市下水道施設官民連携業務委託共同企業体取扱要綱 

 

藤沢市下水道施設官民連携業務委託 

共同企業体取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この取扱要綱は、「藤沢市下水道施設官民連携業務委託」（以下「本業務」という。）

を実施するにあたり結成される共同企業体の取扱いについて必要な事項を定めるものと

する。 

 

（構成員の要件） 

第２条 共同企業体の構成員の要件は次のとおりとする。 

 （１）複数の企業により構成された共同企業体とし、構成員数の制限は設けない。 

（２）構成員は、「藤沢市下水道施設官民連携業務委託 プロポーザル実施要領」（以下

「プロポーザル実施要領」という。）において規定する企業の参加資格要件を満たす

ものでなければならない。 

（３）本市に本店、支店又は営業所を有する企業を、共同企業体に含まなければならな

い。 

（４）各構成員の出資比率は要件に付さない。 

（５）構成員の中から代表企業１社を定めるとともに、PPP代理人を選出すること。 

（６）構成員の中から統括責任者を選出すること。 

（７）プロポーザル実施要領第２章２に定める参加資格要件のうち（１）は、構成員の

すべてが満たすものとする。資格要件のうち（２）に掲げた条件は、少なくとも１

社以上の条件を構成員は満たした上で共同企業体としてすべてを満たすものとす

る。 

（８）共同企業体の構成員として本件に応募する者については、単独で参加資格を有し

ている場合であっても、単独企業としての応募は認めない。また、他の共同企業体

へ重複しての構成員になることもできない。 

（９）参加者の代表企業が参加資格を欠くに至った場合、当該共同企業体は本件に関す

る参加資格を失うものとする。代表企業以外の構成員が参加資格を欠くに至った場

合は、当該構成員を除外し、新たに参加資格の確認を受けた上で、構成員の追加又

は構成員の役割分担の変更を認める。 

 

（協定書の作成） 

第３条 共同企業体を結成して本業務に参加しようとするときは、構成員の間で協定書を
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作成しなければならない。なお、作成する協定書は別紙３ 藤沢市下水道施設官民連携

業務委託共同企業体協定書（甲型案）（乙型案）を参照とすること。 

 

（共同企業体の運営形態） 

第４条 共同企業体の運営形態は、各構成員が、それぞれの優れた技術を有する分野を分担

しつつ、各構成員が一体となって業務を実施するものとする。なお、構成員の分担業務は、

業務の内容により共同企業体協定書において明らかにするものとする。 

 

（共同企業体の提出書類） 

第５条 共同企業体を結成しようとするものは次に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１）共同企業体協定書の写し 

（２）共同企業体に関する委任状（様式Ⅱ－４） 

 

（契約の締結） 

第６条 本業務の契約の締結は、共同企業体の構成員がこれを行うものとする。 

 

（存続期間） 

第７条 本業務の契約を締結した共同企業体の存続期間は、本業務の履行完了後３か月を経

過するまでの間は解散することができないものとする。 

２ 本業務の契約を締結した者以外の共同企業体の存続期間は、当該業務に係る契約が締結

された日までとする。 

 

（連帯責任） 

第８条 各構成員は本業務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第９条 共同企業体が履行した事業の契約不適合責任は、各構成員が連帯して負うものと

し、共同企業体が解散した後に発見された契約不適合についても同様とする。 

 

（構成員の脱退及び除名） 

第10条 共同企業体の構成員は、破産又は解散をした場合を除き、第７条第１項又は第２

項に定める存続期間中は、委託者及び他の構成員全員の承認を得なければ脱退すること

ができない。 

２ 共同企業体は、構成員に重大な義務の不履行その他の除名しうる相当な理由が生じた
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ため、構成員を除名しようとする場合には、委託者の承認を得なければならない。 

 

（残存業務に対する処置） 

第11条 本業務の契約締結後、共同企業体の構成員に脱退する者又は除名された者がある

ときは、残存構成員が役割を引き継ぎ、当該業務を行うものとする。ただし、残存構成

員のみでは適正な履行が困難なときは、委託者及び残存構成員全員の承認により新たな

構成員を加入させることができる。 

 

 

附 則 

 この要綱は令和８年６月２９日から施行し、その目的を達成した日にその効力を失う。 
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別紙３ 藤沢市下水道施設官民連携業務委託共同企業体協定書（甲型案） 

 

（目的） 

第１条 当該共同企業体は、次の業務を共同連帯して行うことを目的とする。 

（１） 藤沢市下水道施設官民連携業務委託（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以

下「業務」という。）の受託 

（２） 前号に附帯する業務 

 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、○○○○共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。 

 

（成立の時期及び解散の時期） 

第３条 当企業体は、令和○○年○○月○○日に成立し、委託契約の満了日から３ヶ月

を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 業務を受託することができなかったときは、当企業体は前項の規定に関わらず、当該

業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。 

 

（構成員の住所及び名称） 

第４条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

所在地 神奈川県○○市○○町○○番地 

会社名 ○○○○○○ 

所在地 ○○県○○市○○町○○番地 

会社名 ○○○○○○ 

所在地 ○○県○○市○○町○○番地 

会社名 ○○○○○○ 

 

（PPP代理人の名称） 

第５条 当企業体は、○○○○○○をPPP代理人とする。 

 

（PPP代理人の権限） 

第６条 当企業体のPPP代理人は、業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行

うことを名義上明らかにした上で、委託者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己

の名義をもって業務委託料（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体

に属する財産を管理する権限を有するものとする。 

 

（構成員の出資の割合） 

第７条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該業務について委託

者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。 

○○○○○○  ○○％ 

○○○○○○  ○○％ 
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○○○○○○  ○○％ 

２ 金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価する

ものとする。 

 

（運営委員会） 

第８条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務

の履行に関する事項、資金管理方法、一部業務の再委託先の決定その他の当企業体の

運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、業務の適切な履行に当

るものとする。 

 

（構成員の責任） 

第９条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を

図り、業務の履行及び一部業務の再委託契約その他の業務の実施に伴い当企業体が負

担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

 

（取引金融機関） 

第10条 当企業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、当企業体の名称を冠したP

PP代理人名義の別口預金口座によって取引するものとする。 

 

（構成員の必要経費の分配） 

第11条 構成員はその分担業務を行うため、運営委員会の定めるところにより（又は、第

７条に規定する出資の割合により）必要な経費の分配を受けるものとする。 

 

（共通経費の分担） 

第12条 本業務を行うにつき発注した共通の経費等については、第８条に規定する出資

の割合により運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。 

 

（構成員の相互間の責任の分担） 

第13条 構成員がその分担業務に関し、委託者及び第三者に与えた損害は、当該構成員が

これを負担するものとする。 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協

議するものとする。 

３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うもの

とする。 

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れる

ものではない。 

 

（権利義務の譲渡の制限） 

第14条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 
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（業務途中における構成員の脱退に対する措置） 

第15条 構成員は、委託者及び構成員全員の承諾がなければ、当企業体が業務の履行を

完了する日までは脱退することはできない。 

２ 構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退したものがある場合において

は、残存構成員が共同連帯して業務を履行する。 

３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資割合

は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資割合を、残存構成員が有している

出資割合により分配し、これを第７条に規定する割合に加えた割合とする。 

４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際に行うものとする。但し、決算の結果欠

損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負

担すべき金額を控除して金額を返還するものとする。 

５ 決算の結果、利益を生じた場合においては、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 

 

（構成員の除名） 

第16条の２ 当企業体は、構成員のうちいずれかが、業務途中において重要な義務の不

履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び委

託者の承諾により当該構成員を除名することができるものとする。 

２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。 

３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項ま

でを準用するものとする。 

 

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第17条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、

第15条第２項から第５項までを準用するものとする。但し残存構成員のみでは適正な

履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び委託者の承諾を得て、新たな構成員

を当企業体に加入させ、当該構成員を加えた構成員が共同連帯して破産又は解散した

構成員の分担業務を完了するものとする。 

 

（PPP代理人の変更） 

第18条の２ PPP代理人が脱退し若しくは除名された場合又はPPP代理人としての責務を

果たせなくなった場合においては、従前のPPP代理人に代えて、他の構成員全員及び委

託者の承諾により残存構成員のうちいずれかをPPP代理人とすることができるものとす

る。 

 

（契約不適合責任） 

第19条 当企業体が解散した後においても、当該業務につき契約不適合があったときは、

各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 

 

（協定書に定めない事項） 

第20条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 
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○○株式会社外○社は、上記の通り○○共同企業体協定を締結したので、その証拠と

してこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

○○共同企業体構成員 

（代表企業） 

会社名  ○○○○○○ 

代表取締役 ○○○○ ㊞ 

 

（構成員） 

会社名  ○○○○○○ 

代表取締役 ○○○○ ㊞ 

 

会社名  ○○○○○○ 

代表取締役 ○○○○ ㊞ 
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別紙４ 藤沢市下水道施設官民連携業務委託共同企業体協定書（乙型案） 

 

（目的） 

第１条 当該共同企業体は、次の業務を共同連帯して行うことを目的とする。 

（１） 藤沢市下水道施設官民連携業務委託（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。

以下「業務」という。）の受託 

（２）前号に附帯する業務 

 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、○○○○共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。 

 

（成立の時期及び解散の時期） 

第３条 当企業体は、令和○○年○○月○○日に成立し、委託契約の満了日から３ヶ月

を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 業務を受託することができなかったときは、当企業体は前項の規定に関わらず、当該

業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。 

 

（構成員の住所及び名称） 

第４条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

所在地 神奈川県○○市○○町○○番地 

会社名 ○○○○○○ 

所在地 ○○県○○市○○町○○番地 

会社名 ○○○○○○ 

所在地 ○○県○○市○○町○○番地 

会社名 ○○○○○○ 

 

（PPP代理人の名称） 

第５条 当企業体は、○○○○○○をPPP代理人とする。 

 

（PPP代理人の権限） 

第６条 当企業体のPPP代理人は、業務の履行に関し、当企業体を代表して、委託者及び

監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって業務委託料（前払金及び部分払

金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとす

る。 

 

（分担業務委託額） 

第７条 各構成員の業務の担当は、次のとおりとする。ただし、当該業務について委託

者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて分担の変更があるものとす

る。 
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○○○○○〇  計画的業務 

○○○○○〇  修繕等業務 

○○○○○〇  検査補助・普及業務 

○○○○○○  住民対応等業務 

○○○○○○  改築業務（ストマネ） 

○○○○○〇  改築業務（耐震化） 

○○○○○○  計画策定業務 

○○○○○〇  データベース作成業務 

○○○○○〇  統括管理業務 

 

２ 前項に規定する分担業務の価額（運営委員会で定める。）については、別に定めると

ころによるものとする。 

 

（運営委員会） 

第８条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、業務の適切な履行に当るも

のとする。 

 

（構成員の責任） 

第９条 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を図

り、業務の履行に関し連帯して責任を負うものとする。 

 

（取引金融機関） 

第10条 当企業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、代表者の名義により設けら

れた別口預金口座によって取引するものとする。 

 

（構成員の必要経費の分配） 

第11条 構成員はその分担業務を行うため、運営委員会の定めるところにより必要な経費

の分配を受けるものとする。 

 

（共通経費の分担） 

第12条 本業務を行うにつき発生した共通の経費等については、分担業務費の割合により

運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。 

 

（構成員の相互間の責任の分担） 

第13条 構成員がその分担業務に関し、委託者及び第三者に与えた損害は、当該構成員が

これを負担するものとする。 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協

議するものとする。 

３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うもの

とする。 
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４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第９条に規定する当企業体の責任を免れ

るものではない。 

 

（権利義務の譲渡の制限） 

第14条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

 

（業務途中における構成員の脱退に対する措置） 

第15条 構成員は、当企業体が業務の履行を完了する日までは脱退することはできない。 

 

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第16条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残

存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものとする。 

２ 前項の場合においては、第13条第２項及び３項の規定に任ずるものとする。 

 

（PPP代理人の変更） 

第17条の２ PPP代理人が代表の責務を果たせなくなった場合においては、従前のPPP代

理人に代えて、他の構成員全員及び委託者の承諾により残存構成員のうちいずれかをP

PP代理人とすることができるものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第18条 当企業体が解散した後においても、当該業務につき契約不適合があったときは、

各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 

 

（協定書に定めない事項） 

第19条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 
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○○株式会社外○社は、上記の通り○○共同企業体協定を締結したので、その証拠とし

てこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

○○共同企業体構成員 

（代表企業） 

会社名  ○○○○○○ 

代表取締役 ○○○○ ㊞ 

 

（構成員） 

会社名  ○○○○○○ 

代表取締役 ○○○○ ㊞ 

 

会社名  ○○○○○○ 

代表取締役 ○○○○ ㊞ 
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別紙５ 契約目途額の内訳 

（１）業務委託（３条予算） 

（単位：円） 

業務名 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 

計画的業務（MP以外） 76,143,640 74,298,190 75,070,910 77,217,280 74,335,460 

計画的業務（MP） 179,324,550 141,754,550 141,754,550 141,754,550 141,754,550 

修繕等業務 225,781,820 225,781,820 225,781,820 225,781,820 225,781,820 

検査補助・普及業務 81,860,000 81,860,000 81,860,000 81,860,000 81,860,000 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成業務 17,873,640 17,873,640 17,873,640 17,873,640 17,873,640 

統括管理業務 30,260,000 30,260,000 30,260,000 30,260,000 30,260,000 

計 611,243,650 571,828,200 572,600,920 574,747,290 571,865,470 

 

業務名 令和 14 年度 令和 15 年度 令和 16 年度 令和 17 年度 令和 18 年度 

計画的業務（MP以外） 74,298,190 74,298,190 75,070,910 77,217,280 74,336,370 

計画的業務（MP） 141,754,550 141,754,550 141,754,550 141,754,550 141,754,550 

修繕等業務 225,781,820 225,781,820 225,781,820 225,781,820 225,781,820 

検査補助・普及業務 81,860,000 81,860,000 81,860,000 81,860,000 81,860,000 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成業務 17,873,640 17,873,640 17,873,640 17,873,640 17,873,640 

統括管理業務 30,260,000 30,260,000 30,260,000 30,260,000 30,260,000 

計 571,828,200 571,828,200 572,600,920 574,747,290 571,866,380 

 

業務名 計 

計画的業務（MP 以外） 752,286,420 

計画的業務（MP） 1,455,115,500 

修繕等業務 2,257,818,200 

検査補助・普及業務 818,600,000 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成業務 178,736,400 

統括管理業務 302,600,000 

計 5,765,156,520 

各業務の業務委託料及び支払い方法については、優先交渉権者と本業務の契約交渉を行う

段階で協議し決定する。 
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（２）業務委託（４条予算） 

（単位：円） 

業務名 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 

計画的業務 246,226,370 246,203,640 246,206,370 246,235,460 246,215,460 

住民対応等業務 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 

改築業務（ストマネ） 131,778,190 131,778,190 131,778,190 152,548,190 152,548,190 

改築業務（耐震化） 86,409,100 46,070,000 46,070,000 46,070,000 46,070,000 

計画策定業務（MP以外） 21,618,190 10,072,730 54,468,190 86,657,280 94,113,640 

計画策定業務（MP） 0 0 0 0 33,510,000 

計 491,031,850 439,124,560 483,522,750 536,510,930 577,457,290 

 

業務名 令和 14 年度 令和 15 年度 令和 16 年度 令和 17 年度 令和 18 年度 

計画的業務 246,203,640 246,203,640 246,206,370 246,235,460 246,217,280 

住民対応等業務 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 

改築業務（ストマネ） 152,548,190 152,548,190 152,548,190 152,548,190 152,548,190 

改築業務（耐震化） 46,070,000 46,070,000 46,070,000 46,070,000 46,070,000 

計画策定業務（MP以外） 10,072,730 10,072,730 10,072,730 10,072,730 26,871,830 

計画策定業務（MP） 0 0 0 0 0 

計 459,894,560 459,894,560 459,897,290 459,926,380 476,707,300 

 

業務名 計 

計画的業務 2,462,153,690 

住民対応等業務 50,000,000 

改築業務（ストマネ） 1,463,171,900 

改築業務（耐震化） 501,039,100 

計画策定業務（MP 以

外） 
334,092,780 

計画策定業務（MP） 33,510,000 

計 4,843,967,470 

各業務の業務委託料及び支払い方法については、優先交渉権者と本業務の契約交渉を行う

段階で協議し決定する。 
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（３）工事 

（単位：円） 

業務名 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 令和 13 年度 

住民対応等業務 33,450,000 33,450,000 33,450,000 33,450,000 33,450,000 

改築業務（ストマネ） 170,692,730 170,692,730 170,692,730 170,692,730 170,692,730 

改築業務（耐震化） 108,058,190 90,270,000 85,169,100 85,169,100 85,169,100 

計 312,200,920 294,412,730 289,311,830 289,311,830 289,311,830 

 

業務名 令和 14 年度 令和 15 年度 令和 16 年度 令和 17 年度 令和 18 年度 

住民対応等業務 33,450,000 33,450,000 33,450,000 33,450,000 33,450,000 

改築業務（ストマネ） 170,692,730 170,692,730 170,692,730 170,692,730 170,692,730 

改築業務（耐震化） 85,169,100 85,169,100 85,169,100 85,169,100 85,169,100 

計 289,311,830 289,311,830 289,311,830 289,311,830 289,311,830 

 

業務名 計 

住民対応等業務 334,500,000 

改築業務（ストマネ） 1,706,927,300 

改築業務（耐震化） 879,680,990 

計 2,921,108,290 

各業務の業務委託料及び支払い方法については、優先交渉権者と本業務の契約交渉を行う

段階で協議し決定する。 

 


